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上下に開口部を有する干渉管を付属させた

円管の局所沸騰熱伝達について

田中健太郎＊・士田
一

LocalHeatTransferinBoiling
fromHorizontalTubeEnclosedbyConcentricOuterTube

KentaroTANAKA*andHajimeTsucHIDA

(1998年11月30日受理）

AnexperimentalinvestigationofboilingheattransferofsatulatedR11hhasbeenconduct-

edwithahorizontalcylinderwhichis50mmindiameterandlOOmminlength,andisenclosed

byconcentricoutertubes.Theseoutertubeshavetwoholeswhichare3mminwidthand60

mmlong.Theclearance(c)betweenthesetubesrangedfromO.35mmtoooandheatHux(q)

from300to3.5×104W/m2.Localheattransfercharacteristicaredemonstratedanddiscussed

inthisreport.

価されており，沸騰現象においては伝熱面から蒸気

泡が発生することから沸騰空間内で対流が起こり，

伝熱面の各位置によって沸騰熱伝達に相違があると

予想される。特に熱伝達の低下が発生している部分

では，伝熱面温度の上昇により破損に至ることが懸

念される。

このような背景より本研究では,管胴型蒸発器の

性能向上に関し伝熱管の局所的な熱伝達の制御とい

う観点から水平円管の伝熱系を取り上げ，上下に細

長い開口部を有する水平環状すきま内におかれた水

平円管の局所沸騰伝熱特性について実験的に明らか

にしようとする基礎的研究である。

1 ．緒
一
一
一
一
宮

近年，熱エネルギの有効利用が重要視され，相変

化を伴う熱交換器の高性能化及びコンパクト化を狙

い，高性能伝熱管の研究開発が行われている(')。

他方，通常の平滑伝熱面に狭い空間， あるいは狭

い流路を形成した場合，その沸騰熱伝達は一般的に

伝熱面熱流束が比較的に小さい領域において通常の

プール沸騰に比較し向上することが知られている。

このことから，従来より垂直伝熱面(2),(3)あるいは水

平伝熱面(4)に形成される狭い沸騰空間内の沸騰熱伝

達に関する研究が多く行われている。一方，狭い空

間内におかれた水平円管の沸騰熱伝達に関する報告

がHung(5),石橋(6),土田ら(7)にみられる。

これらの伝熱促進の機構としては，伝熱面に接し

ている蒸気泡底部に形成される薄液膜を介しての蒸

発(薄液膜蒸発機構)(2)~(6)と，蒸気泡による伝熱面近

傍の過熱液の強制はく奪(気液交換機構)(7)の2つに

大別されるが，いずれの場合も発生蒸気泡の影響に

よるものであり， それぞれすきま寸法や伝熱面熱流

束により異なるが， ある領域で沸騰伝熱が促進され

ることが報告されている。 しかしながら，従来の研

究結果は伝熱面全体の平均値として沸騰熱伝達が評

2．主な使用記号

C:伝熱管と干渉管内面とのすきま [m]

d:供試伝熱管直径[m]

d' :外側円管の内径[m]

E:電圧[V]

I :電流[A]

L:有効伝熱部長さ [m]

Nu8:ヌセルト数=cr･d/入

Q:供給熱量=E・ I [W]

q:伝熱面熱流束=Q/("･d･L) [W/m2]

Ts:被加熱流体の飽和温度[K]＊秋田高専専攻科学生
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図1 実験装置概略
図2 試験部概略

管と呼称）で伝熱面を同心状に覆い沸騰空間を形成

するようにし，図1に示したように沸騰容器底部よ

り80mm上方の位置に設置した。図2に図示してあ

るように，干渉管には上下に長さ60mm, ig3mm

の開口部を設けた。幅3mmの開口部については

種々の予備実験の結果伝熱促進が最も顕著な寸法

で,本報ではこの開口部の幅は一定とした。実験は，

試験流体にフロン系冷媒R11を使用し，伝熱面熱流

束qは約300～35000W/m2の範囲で大気圧下，飽和

沸騰のもとで行った。また，狭い空間内の沸騰熱伝

達特性を沸騰様相との関連で検討するため，干渉管

にアクリル管を使用し可視化実験も行った。なお，

Tw:伝熱管表面温度[K]

α：局所熱伝達率

=q/ATsat[W/(m2.K)]

ATsat:過熱度=Tw-Ts[K]

β：試験部下方（6時方向）を基点として

取り付けた熱電対の位置 [deg.]

入：液体の熱伝導率 [W/ (m．K)]

実験装置及び実験方法3．

実験装置の概略を図1に示す｡沸騰容器①は幅130

rnrn,高さ160mm,奥行き130mmのステンレス板

製直方体である。伝熱管はフランジに片持ちで固定

され，伝熱面より発生した蒸気泡は凝縮器④で凝縮

され，予熱管⑤を通って沸騰容器①へほぼ飽和状態

で戻される。なお，伝熱管の下方に被加熱流体温度

測定のため銅一コンスタンタン熱電対が取り付けら

れている。図2に本実験に使用した試験部の詳細を

示す。外径50mmのベークライト製の丸棒にヒータ

として厚さ30"m,幅10mm,長さ805mmのステン

レス箔をらせん状に貼り付け，直接電気加熱により

伝熱面に熱流束（熱流束一定）を与えた。 また，伝

熱面表面温度測定のため，ヒータの裏面に真下を0°

とし，周方向に30｡, 60｡, 90｡, 120｡, 150｡, 180°の位

置に銅一コンスタンタン熱電対を取り付けた。試験

部はすきま寸法cが0.35, 0.50, 0.75, 1.00, 2.00

mmとなる内径のアルミニウム製の円管（以後干渉
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すきまcに関する製作誤差は士0.05mmである。
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4．実験結果及び考察

4． 1 供試伝熱管の沸騰曲線

図3は，狭い空間内での沸騰熱伝達の実験に先立

ち，干渉管のない場合すなわちC==mの場合のプー

ル飽和沸騰の実験を行った結果である。横軸に伝熱

面温度と流体の飽和温度との差,すなわち過熱度

ATsat,縦軸に伝熱面熱流束qをとり,各熱電対取

り付け位置βで得られた沸騰曲線を示した図であ

る｡なお,●印は円管全体の平均値を示している。q

≦3000W/m2では熱電対の位置βがいずれの場合

もqの増加に比例して△Tsatも増加する。この場

合,伝熱面より発生する蒸気泡はごくわずかで大き

さも小さく，自然対流的な流動状況となっている。ま

た,q之4000W/m2においては核沸騰域に達し,伝

熱面上からの発生蒸気泡も増加し,q≦3000W/m2

の場合と異なりqの増加に対する△Tsatの増加割

合が小さくなっている。なお,図中の破線は土田ら(7)

が直径20mmの伝熱管を用い，間接電気加熱により

得られた結果である。土田らの結果と比較し，定性

的・定量的にもほぼ一致している。

e= 0｡

30°

60。

90・

120。

150．

180．

mean

103

102

101 100 101

ATsat[K]

図4 沸騰曲線(c=0.35mm)
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4． 2 干渉管を付属させた場合の沸騰曲線

図4は,伝熱管と干渉管内面とで構成される環状す

きま寸法c(以後すきま寸法と呼称)が0.35mmの場

合の沸騰曲線である｡β＝0．の場合,q≦6000W/m2

でqの増加に伴い△Tsatも単調に増加するが,q之

6000W/m2ではqに対する△Tsatの増加割合が大

きくなっている。β=30°及び60.の場合,沸騰曲線は

それぞれほぼ同様な傾向を示しており, qの増加に

伴う△Tsatの増加が他のβに比較して小さくなっ

ている。特にq=2000～8000W/m2では△Tsatの

増加がほとんどみられない。 β之90.の場合, q=

2000W/m2ではqの増加に対する△Tsatの増加割

合は小さ<,qZ2000W/m2では△Tsatの増加割

合が大きくなっている。また, q≦4000W/m2では

各熱電対の位置により同一熱流束時の△Tsatにか

なりの差異がみられるが, q之4000W/m2において

は△Tsatにさほど差異はみられない｡なお,β≦60°

及び円管内全体の平均値の沸騰曲線は土田ら(7)の

c=0.35mmの場合とほぼ同様な傾向を示してい

る。

図5は，すきま寸法cが0.50mmの場合の沸騰曲

線を示したものである。いずれのβにおいてのq=

'ozLufF"f fg
ATsat[K]

図5 沸騰曲線(c=0.50mm)
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図6 沸騰曲線(c=0.75mm)
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700～4000W/m2の比較的小さい熱流束域でqの増

加に伴う△Tsatの増加が小さくなっていて,図中に

示した土田ら(7)の結果よりも低い伝熱面熱流束域と

なっている｡q之4000W/m2ではq≦4000W/m2の

場合に比較しqの増加の対する△Tsatの増加割合

がいくぶん大きなものとなっている。なお, q=

4000W/m2に比較しc=0.35mmの場合と同様同

一熱流束時における△Tsatのβによる差異が小さ

くなっている。

図6はc=0.75mmの場合の沸騰曲線を示した

ものである。c<0.50mmの場合と同様に同一熱流

束時の△Tsatのβによる差異が生じているが， そ

の差異が生ずる伝熱面熱流束が約10000W/m2近傍

の高い領域に存在している。また， β≦60°において

q=5000～16000W/m2でqの増加に伴う△Tsat

の増加がほとんどみられず， この場合もc≦0.50

mmの場合と異なり比較的高い伝熱面熱流束域に存

在している。なお， β≦60｡では土田らの結果とほぼ

同様な傾向を示しているものの,β之60.ではqの増

加に対し,ATsatは単調に増加している。

図7はすきま寸法cが2.00mmの場合の沸騰曲

線について示したものである。この沸騰曲線におい

て，相対的にはC=="の結果とほぼ類似した沸騰特

性を示している。しかし,q之10000W/m2ではβ＝

180.の場合を除いてほとんどのβで同一熱流束時の

ATsatがC=="あるいはすきま寸法は若干異なる

が，土田らの結果に比較して高くなっている。
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4． 3 局所沸騰熱伝達の挙動

4． 3． 1 干渉管のない場合の局所沸騰熱伝達

図8は，干渉管のない場合，すなわちC=="の場

合の各熱電対の位置βによる局所ヌセルト数Nu8

の変化を伝熱面熱流束qをパラメータにとり示し

た図である。q≦4000W/m2の比較的伝熱面熱流束

の小さい領域では， βが約30.近傍までまでほぼ一定

であるが,角度の増加に伴いNu8数も増加し， βが

約90.近傍で最大値を示している。この場合， この伝

熱面熱流束域ではβ＝0.近傍からの蒸気泡の発生

がごくわずかで， その大きさも小さくその気泡群が

伝熱面近傍に存在する過熱液層をかく乱しながら上

昇するために熱伝達力：向上していると考えられる。

しかし，β之90.では気泡群は伝熱面より離脱してし

まうことからNu8数も徐々に減少している。一方，

qz4000W/m2では，十分な核沸騰域となっている

ことから伝熱面全体より蒸気泡が発生する。特にβ

が0.近傍で発生した蒸気泡はβ＝60.近傍まで成長

図8

①
コ
ヱ

２
ｍノＷぴ１鰍

㎡
５
ノ

函
１
Ｗ

一
一
こ
び

Ｃ
ｑ
ｌ

唖
×
｜

×
《
ｂ

一
５

ｍ
ｌ－
－
－

ｍ

ｑ

５３９０一一Ｃ

041

0．80

0．30

0．80

0．30

0．80

0．30

0．80

0．303

M3M33
031

0．030

0 30 60 90 120 150 180

8[deg.]

図9 各位置におけるNuβ数の変化(c=0.35mm)

平成11年2月



－13－

上下に開口部を有する干渉管を付属させた円管の局所沸騰熱伝達について

しながら伝熱面に沿って浮上, この時，伝熱面近傍

に形成されている過熱液層をもはく奪していくこと

から熱伝達が向上すると考えられる。しかしながら，

8=60.では成長した蒸気泡が伝熱面より離脱する

ことからNu8数もβの増加とともに減少する。
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4． 3． 2 干渉管を付属させた場合の局所沸騰熱

伝達

図9～図12はそれぞれのすきま寸法における各熱

電対の位置βによる局所ヌセルト数Nu8の変化を

伝熱面熱流束qをパラメータにとり示した図であ

る｡図9はc=0.35mmの場合について示したもの

である。q≦3000W/m2ではβ=30.近傍までNu8

数はほぼ一定に推移するが，その後βの増大に伴い

局所熱伝達率が大きくなっている。これは，すきま

内の下方より発生した蒸気泡がβ=30.近傍までは

差ほど成長することがなく，その流動はゆるやかと

なっている。その後βが大きくなるにしたがい蒸気

泡は互いに合体したりしながらすきま内を押広げら

れるように浮上し，その浮上速度も加速される。同

時に伝熱面近傍に形成されている過熱液層をはく奪

することにより熱伝達力罫促進されると考えられる。

q之3000W/m2においては, 8=60.近傍まではβ

の増加に伴いNu8数も増加するが， β之60．では沸

騰空間が狭いためqの増加に伴いすきま内上部は

蒸気によって覆われるようになる。このために，円

管上部近傍では周囲液体の流入が蒸気泡によって妨

げられはじめていることにより，局所熱伝達率が若

干の低下として現われるものと考えられる。なお，

伝熱面熱流束が約15600W/m2において，干渉管の

ない(c=oo)場合に比較し，最大で約6～8倍程

度熱伝達が促進されている。

c=0.50mm(図10)の場合, c=0.35mmの場

合とほぼ同様な伝熱特性を示しており， その沸騰挙

動も類似したものになっていると考えられる。 しか

し，定量的には若干の相違がみられ，特にq≦3000

W/m2においてc=0.35mmの場合と比較してβ

之90.の伝熱管上部近傍での伝熱促進率が低下して

いる。このことは沸騰空間がやや広くなることで空

間内を浮上する蒸気泡が干渉管内面に沿って上昇す

ることから伝熱面近傍に形成されている過熱液層を

はく奪する機構がc=0.35mmの場合に比較して

やや劣るためと考えられる。

c=0.75mm(図11)の場合， さらに沸騰空間が

広くなることから前述のc=0.35,0.50mmの場合

に比較し伝熱特性には大きな変化はさほどないもの
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図10各位置におけるNu8数の変化(c=0.50mm)
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図11 各位置におけるNu8数の変化(c=0.75mm)
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の伝熱促進率が低下している。特にq=3000～8000

W/m2の中熱流束域においてβ=30｡～60.近傍での

熱伝達の低下が顕著となっている。この場合,8=0．

近傍より発生した蒸気泡はβ＝30．近傍まではさほ

ど大きく成長せずに浮上するためで， その後は徐々

に成長しながら空間内を上昇し局所熱伝達率もわず

かながら大きくなるものと考えられる。

c=2.00mm(図12)とさらに空間が広くなると，

いずれの伝熱面熱流束においてもβ＝30.近傍まで

はNu8数はほぼ一定に推移している。 β之30.では

βの増加に伴いNu6数は若干増加するものの,その

後Nu数はβ=140.近傍で熱伝達の低下がみられ

る。このことは, 8=0．近傍より発生した蒸気泡は

β＝30.近傍までは成長せずに浮上する力欝その後

"=90.近傍までは若干の成長をみせながら伝熱面

に沿って浮上するためにNu8数はわずかながら増

加する。この場合，沸騰空間のきわめて狭い場合と

は異なり，伝熱面近傍の過熱液層をはく奪するまで

は至らず，かく乱により局所熱伝達率が若干向上す

ると考えられる。β＝90°近傍以上では蒸気泡は伝熱

面から離れ干渉管内面に沿って浮上するために過熱

液層に対するかく乱も弱まりNu8数は減少する。

また，伝熱管上部すなわち上開口部近傍では蒸気泡

が互いに合体し大きめな蒸気泡となるため，伝熱面

表面に形成されている過熱液層と接触する機会が多

くなることから,Nu8数は若干増加するものと考え

られる。なお, c=2.00mmの場合，いずれの伝熱

面熱流束においても干渉管のない場合と比較し局所

伝熱特性は異なるものの平均熱伝達率はほぼ一致し

た結果となっている。

4． 4 局所沸騰熱伝達の挙動とすきま寸法

図13,図14は伝熱面熱流束ごとの各熱電対の位置

βによる局所ヌセルト数Nu8の変化をすきま寸法

cをパラメータに示したものである。なお,縦軸には

すきま寸法の影響を考慮し,Nu8数を干渉管内径d'

と伝熱管直径dの比で割った値をとっている。

q=2200W/m2 (図13)の低熱流束域において，

c之0.75mm, β≦90.では沸騰空間形状，すなわち

すきま寸法による大きな差異はみられないが， β之

90°でその影響が現われる。このことは沸騰様相から

c之2.00mmの場合， β≦90.では発生蒸気泡が伝

熱面に沿うように浮上するのに対して,β之90.では

逆に干渉管内面に沿って浮上する。c=1.00～0.75

mmの場合,β之90.においても蒸気泡は伝熱面に対

して接するような流動状況となっていて伝熱面近傍

の過熱液層をかく乱することで比較的熱伝達が向上

するものと考えられる。c≦0.50mmの場合， β≦

60.近傍までNu8数はほぼ一定の値を示し， その後

緩やかに増加する。これは，発生蒸気泡は小さいが

すきまが狭いために伝熱面上を通過し，β之60°では

蒸気泡は押広げられるように浮上するにしたがいす

きま内で成長し， その浮上速度も伝熱面熱流束の増

加とともに加速されるために局所熱伝達率が向上す

るものと考えられる。

q=15600W/m2(図14)の中熱流束域から高熱流

束域において,cZ2.00mmでは前述の低熱流束域

の場合と同様局所熱伝達率の分布にほとんど差異は

認められない。また, C≦1.00mmの場合，いずれ

のすきま寸法においても定量的には差異はあるもの

の局所熱伝達の分布形状に変化はみられない。すな
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図13各位置におけるNu8数の変化(q=2200W/m2)
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上下に開口部を有する干渉管を付属させた円管の局所沸騰熱伝達について

耐１
（
で
季
で
）
、
の
コ
ヱ

進が得られている。このことは，伝熱管上部での蒸

気泡の流動力：活発であることを示している｡そして，

伝熱管下部近傍の伝熱促進が約3倍程度とそれほど

なされていない。この傾向は図16に示す本実験にお

ける高熱流束域q=15600W/m2の場合についても

同様なものとなっている。 しかし，高熱流束域では

低熱流束域ほど局所的な差は少な<, c="に比較

し伝熱促進が最大で約5倍程度となっている。

なお，土田らが直径20mmの伝熱管を用いて間接

電気加熱で行った結果を図中に示したが定量的には

異なるもののすきま寸法の減少に伴う局所沸騰熱伝

達特性はほぼ同一な傾向となっている。

以上，本実験のモデルでは伝熱面熱流束により伝

熱管上部と下部では熱伝達率にかなりの差異が認め

られた。したがって本モデルを考えた場合，特に伝

熱管下部近傍の熱伝達を促進させることが不可欠

で，下開口部の位置及び形状について検討が必要と

されるものと考えられる。
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図15 すきま寸法によるNu8数の変化(q=2200W/m2)
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5．結 言

狭い沸騰空間内に置かれた水平円管の局所沸騰熱

伝達に関し，上下に円管軸と平行な2本の幅3mm

の開口部を有する円筒内に直径50mmの伝熱管を

同心状に設置し，発生気泡の抜け及び液体の流入が

円周方向になるように考慮し，両者で構成される環

状すきまを2.00=0.35mmまで変化させた場合に

ついて，被加熱流体にフロン系冷媒R11を使用し，

実験的研究を行った。本実験範囲で得られた主な結

果を以下に示す。

（1）環状すきまが2.00mm以上では，沸騰曲線は

干渉管力：ない場合及び土田ら(7)が妙20mmの伝熱

管を用い間接電気加熱によって得られた結果とほぼ

同様の傾向を示す。 しかし，環状すきまが1.OOmm

以下ではそれぞれのすきま寸法において土田らの結

果及び干渉管のない場合と比較し，定性的かつ定量

的に異なる。

（2）環状すきまが1.00mm以下の場合,本実験に

おける低熱流束域において，特に各熱電対の位置β

が60.近傍から上方では， βの増大に伴い局所熱伝達

率も向上するが，中･高熱流束域ではβが90.近傍よ

り上方で局所熱伝達率はβによらずほぼ一定に推

移する。

（3） いずれの熱電対の位置βにおいて，伝熱面熱

流束によらずすきま寸法の減少に伴い局所熱伝達率

は増加し，土田らの結果とほぼ同一なものとなる。

103

◇

◇TuchidaetaI． （7）
102

1帆

c[mm]

図16 すきま寸法によるNu8数の変化(q=15600W/m2)

わち， β≦90°ではβの増大に伴い局所熱伝達率も

増加するが,β之90．においては局所熱伝達率はほぼ

一定となりほとんど変化はみられない｡したがって，

中・高熱流束域と低熱流束域では局所沸騰熱伝達率

の分布形状に差異が生ずることが判明した。

4． 5 すきま寸法の減少に伴う局所沸騰熱伝達の

推移

図15は低熱流束域q=2200W/m2の場合のすき

ま寸法cによる局所ヌセルト数Nu8の変化を各熱

電対の位置βをパラメータに示したものである。い

ずれのβにおいてもすきま寸法の減少に伴い熱伝

達も増加している。伝熱管上部ではC==m,すなわ

ち干渉管のない場合に比較し最大で約10倍の伝熱促
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（4）本モデルを考えた場合，特に伝熱管下部近傍

の熱伝達を促進させることが不可欠で，下開口部の

位置及び形状について検討が必要とされるものと考

えられる。
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